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                              埼玉県さいたま市見沼区東大宮五丁目32番10号 

第41期決算公告                 株式会社 学研スタディエ 

                              代表取締役社長   亀谷 眞宏 

 

貸 借 対 照 表 
                   （2022 年 9 月 30 日現在）           （単位：円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

 流動資産 【 473,122,611 】  流動負債 【 157,908,055 】 

現金及び預金 362,361,640   買掛金   5,073,279   

営業未収入金 23,363,840   未払金   16,788,501   

親会社未収入金 42,733,385  １年返済以内長期借入金   34,488,000  

商品 1,646,174   未払費用   55,787,413   

貯蔵品 1,348,281   預り金   1,627,356   

前払費用 32,868,126   未払事業所税   2,544,900   

その他 8,954,346   未払法人税等   6,451,000   

貸倒引当金 △153,181   未払消費税等   8,293,800   
    仮受金   726,660   

     前受金   11,487,150   

 固定資産 【 835,248,010 】 賞与引当金   14,649,996   

 有形固定資産 （ 434,666,812 ）        

建物 187,037,670    固定負債 【 298,670,168 】 

構築物 7,069,844   長期借入金   281,818,000   

車両運搬具 3,568,627   長期資産除去債務   16,852,168   

器具及び備品 6,198,833          

土地 230,791,838   負債合計   456,578,223   

     純 資 産 の 部  

 無形固定資産 （ 1,474,417 ）  株主資本     

ソフトウェア 1,474,334    資本金   89,400,000   

その他 83    資本剰余金      

     資本準備金   0   

 投資その他の資産 （ 399,106,781 ） その他資本剰余金   110,000,000   

投資有価証券 3,000,000   資本剰余金合計   110,000,000   

関係会社株式 292,150,700    利益剰余金      

長期貸付金 26,065,800   利益準備金   5,025,000   

破産更生債権 578,531   その他利益剰余金      

出資金 50,000    別途積立金   109,500,000   

長期前払費用 4,197,767    繰越利益剰余金   537,867,398   

差入保証金 67,380,688   利益剰余金合計  652,392,398   

繰延税金資産 6,261,826    評価・換算差額等     

貸倒引当金 △ 578,531    その他有価証券評価差額金      

      評価・換算差額等合計   0   

     純 資 産 合 計   851,792,398   

資 産 合 計   1,308,370,621   負債及び純資産合計   1,308,370,621   
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個 別 注 記 表  

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 関 係 会 社 株 式       総平均法による原価法 

② その他有価証券 

・時価のあるもの       事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法により算定） 

・時価のないもの       総平均法による原価法 

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法    総平均法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有 形 固 定 資 産       定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 8年～47年 

 

② 無 形 固 定 資 産       定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（5年）に基づいております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金       債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

② 賞 与 引 当 金       従業員に対する賞与支給に充当するため、将来の賞与支給見込額のうち当事業年度の

負担額を計上しております。 

(4) 学習塾の売上高の計上基準    

授業料収入（講習会収入、諸経費収入を含む）は、受講期間に対応して収益を計上し、教材収入は教材提供時

に、また入塾金収入は現金受領時にそれぞれ収益として計上しております。 

(5) リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項 

①消費税等の会計処理   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており控除対象外消費税及び地

方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。 

   ②連結納税制度の適用    連結納税制度を適用しております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

３．表示方法の変更に関する注記 

  該当事項はありません。 

   

４．誤謬の訂正に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項 

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 150,000株 － － 150,000株 

(2) 剰余金の配当に関する事項 

 該当事項はありません 

 

６．その他の注記 

     該当事項はありません。 

 

 

 


